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日本の森林は国土の約3分の2を占めており，古くからその資源は建築や木製品，紙の原料，薪や炭
などによるエネルギー源として活用されてきた。近年では，木質バイオマスによる発電利用も増加して
おり，そのカーボンニュートラルな特性から注目されている。日本は多くの資源を国外に頼らざるを得
ない状況を考慮すると，森林資源は持続的な供給源として大いに可能性を秘めていると言えよう。
森林資源の様々な用途の中で，化学原料への転換においては，木質バイオマスから製品までの各プロ

セスにおいて化学工学を基盤とした要素技術が不可欠である。また，森林資源を活用した総合的なプロ
セスを社会実装するためには，主に石油精製，石油化学の分野から産業の発展に貢献してきた化学工学
が重要な役割を果たすとともに，新たな産業へとつなぐハブとしての役割も期待される。
本特集では，木質バイオマスを資源化するための技術から，社会実装に向けた構想まで，国内で進行

中の森林資源の活用に関連する動きを紹介する。
（編集担当：永宮祐子・河野充宏）†
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森林は，CO2 を吸収・固定することで，地球温暖化防止

に貢献する。その有効利用は，カーボン・ニュートラルの
実現に向けて石油，石炭，天然ガスなどの化石資源が使え
なくなる中で，化石資源ベースからバイオマス資源ベース
の社会経済への移行を促す。特に国産のバイオマス資源の
活用は，自給率の向上を通じて日本の経済安全保障に役立
つ。地方に多く賦存する森林資源の活用は，林業や木材産
業を活性化し，所得や雇用を創出することで，わが国の積
年の課題である地方創生を実現する。さらに，森林資源の
適切な管理は，山林の浸食防止や崩壊防止，洪水緩和，水
資源貯留，水質浄化，森林文化の醸成など，多様な恩恵を
国民にもたらす。

日本は，国土の3分の2を森林が占める森林資源大国で
ある。森林の多面的な機能や効果を高度かつ持続的に発揮
させるためには，天然林や自然林など多様な森林がバラン
スよく形成されるよう取り組みを進めることが必要である。
国が定める「森林・林業基本計画」でも，森林の望ましい姿
とその姿への誘導の考え方を示しており，特に自然的・社
会的条件が良く，林業に適した森林では，主伐後の植栽に
よる確実な更新により資源の循環利用を推進すると明記し
ている。

しかしながら，日本の林業は，脆弱な林業経営の改善が
必要と長年にわたり指摘されているが，一向に改善されて
いない。プラチナ構想ネットワークは，この状況を打破す
るためには大きなパラダイムシフトが不可欠と考え，「プ
ラチナ森林産業イニシアティブ」を立ち上げ，会員の99団

体・者と連携して活動を行っている。
その基本的な考え方は，新しく大きな木質バイオマス需

要を見せることで供給側（森林・林業）を刺激し，森林・林
業の革新（ゲームチェンジ）を引き起こそうというものであ
る。建材やパルプ，燃料などの従来型の需要に加え，新た
な需要としては，「バイオマス化学（木質バイオマスのプラス

チックなど化成品の原料化）」と「木造都市（非住宅建築物の木造化・

木質化）」に注目した。大きな需要を示すことで，他分野か
らのプレーヤーの参画を含む森林・林業の革新を促し，「森
林循環経済（木を伐って→使って→植える）」の実現を目指して
いる。

以下では，「森林循環経済」の重要な3つの要素である
「バイオマス化学」「木造都市」「森林・林業の革新」を取り
上げ，その考え方や活動の状況を報告する。
 

 
まず注目している木質バイオマスの新規需要は，石油化

学からバイオマス化学への転換で発生する需要である。
カーボン・ニュートラルの実現に向けて，2050年時点で
化石資源はほとんど活用できなくなる。これは燃料として
だけでなく，原料としても同様である。一方で，プラスチッ
クをはじめとする化成品に対する需要は引き続き旺盛であ
ろう。化成品のリサイクル徹底に加え，新規の製造は石油
原料から木質系などバイオマス原料（バイオマス原油）から
の生産が期待される。経済産業省も，化学産業の製造過程
における必要エネルギーの脱炭素化に向けた「燃料転換」に
加え，原材料を化石資源からリサイクルやバイオマスにす
る「原料転換」実現を目指している。

廃プラスチックリサイクルは，国や業界団体がマテリア
ルリサイクルやケミカルリサイクルを積極的に推進してお
り，化学会社も積極的に関連技術の開発を行っている。た
だし，依然として自治体ではサーマルリサイクルが主体
で，廃プラの分別回収が課題となっている。今後の展開で
は，製油所やナフサクラッカーなど既存の石油化学コンビ
ナート設備の活用や，廃プラ発生源に近いところで小型プ
ラントを整備し，分解油の形状で臨海部の石油化学コンビ

1．はじめに

2．石油化学からバイオマス化学への転換
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ナートに輸送することなどが想定される。
バイオマスを化学品や燃料に転換するにあたっては，「糖
化・発酵」，「油化」，「ガス化」の3つのルートがある。改
質リグニンは，セルロースとリグニンを成分分離し，木質
バイオマス資源を有効利用する技術である。これらの様々
な転換技術は，化学会社，製紙会社，商社，ベンチャーな
どで活発に検討されている。こうしたバイオマス資源活用
の技術開発は，コストや化成品の需要などを考慮して選択
が進む可能性が高い。紙パルプ工場では，製紙需要の減少
に伴う余剰パルプを活用し，既設のプラントでエタノール
の製造や化成品を生産する動きがすでに始まっている。
木質バイオマスなどを活用するバイオマス化学は，廃プ
ラリサイクルに比べてバイオマス資源の確保（特に国内木質
資源）が課題である。森林資源の供給拡大及び林業・製材
施設と化学プラントとの連携が鍵を握る。その際には，輸
送時のエネルギーやコストの縮減が必須である。輸送コス
ト・CO2排出量の削減の観点で，木質バイオマス資源の発
生源にできるだけ近い立地で成分分離・糖化発酵し，エタ
ノールなどの液体の形状で臨海部の石油化学コンビナート

に輸送することが有効と考える。これは森林地域の経済活
性化や雇用の拡大にも寄与する。
リサイクルやバイオマス由来の製品は，現時点では石油

由来の製品に比較してコストが高い。これらの製品への
ユーザーの理解醸成，国による税額控除・公共調達・補助
金・カーボンプライシングなどで市場創出を具体的に進め
ることが必要である。さらに，化学産業の脱炭素化に必要
な低価格なグリーン水素の確保を官民で取り組むことも重
要である。
 

 
次に注目する木質バイオマスの新規需要は，木造都市の

展開による建材の増加である。木造都市は，「まちの木造
化・木質化」と定義している。とりわけ非住宅の木造化・
木質化が進めば，大きな需要が期待できる。
我々は，「2050年までに9階建て以下の新規建築物を木

造化・木質化する」ことをビジョンとして掲げている。樹
木は大気中のCO2を吸収して成長するが，切り出した樹木

3．木造都市の展開

図1　森林循環経済のイメージ（出典：林野庁資料に加筆）©Platinum Society Network

森林循環経済×首都圏

【臨海部】
バイオマス化学で再興

（カーボンニュートラルを実現しつつ、
次世代の産業を興す）

【内陸部】
森林・林業⾰新の成功事例を創出

（上流〜下流⼀貫プロジェクトを形成）

【都⼼部、政令市など】
木造都市を形成

（木造化・木質化で人にやさしいまちづくり）

【内陸部・地⽅部】
大規模製材所と化学プラントの⼀体化

図2　バイオマス変換技術のルート（糖化・発酵，油化，ガス化）
出典：日揮ホールディングス「バイオマス変換技術に対する技術動向」
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を建材として建築物に利用すると，吸収されたCO2 のうち
木材に残った炭素は建築物の一部として固定化される。山
に存在する森林は炭素を固定する「第一の森林」だが，それ
らを用いた「まち」の木造化・木質化は都市に「第二の森
林」を形成することで脱炭素に貢献できる。

木造建築は，CO2 を固定するだけでなく，鉄筋コンクリー
ト建築や鉄骨建築に比べて人や健康に優しい。木は，鉄や
コンクリートよりも熱容量や熱拡散率が小さいので，温度
の変化の幅が少ない。木は湿度が高くなると湿気を吸収
し，逆に低くなると湿気を放出して湿度を一定に保つ「天
然の調湿機」である。樹木の発散する芳香はフィトンチッ
ドと呼ばれる殺菌力をもつ物質で，目に見えないダニやカ
ビ，細菌類を抑制する。木材に囲まれた空間は落ち着くと
言われており，木造建築は心身の健康や業務の生産性の向
上に効果があることも検証されている。

木造都市が注目されるようになった背景としては，「技
術の進歩」と「政策の後押し」が指摘できる。前者は，接合
金物工法やCLT（直交集成材：Cross Laminated Timber）など
による耐震性・耐久性の強化や，木質系耐火部材の開発に
よる耐火性の強化である。後者は，地球温暖化対策計画や
住生活基本計画などで木造建築の促進が位置付けられてお
り，建築基準法も木造建築の推進を後押しする改正が行わ
れている。特に，令和3年の通常国会で改正された「脱炭
素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の
利用の促進に関する法律」では，従来の公共建築物に加え
て民間建築物を含む建築物一般で木材利用を促進すること
が宣言され，先進的技術の普及促進や人材の育成，安全性
に関する情報提供等が施策化されている。

こうした背景に後押しされ，木造都市が動き始めてい
る。非住宅建築物の木造化・木質化ではいくつかの先進事
例がみられる。複数のゼネコンが木造のオフィスビルや商
業施設を建設しており，たとえば三井ホームは，「木」を主
要構造材に用い，高断熱・高強度・高耐久な性能を備えた
サステナブルな木造マンション「MOCXION INAGI」を世に

出した。坪賃料は稲城駅周辺マンションの1.4倍だがすぐ
に満室になっており，中高層木造建築に対する投資の可能
性が高いことを示している。

木造建築物単体での建設だけでなく，複数の木造建築物
が面的に展開して街区を構成する真の意味での「木造都
市」が出現すれば，まちを木造化・木質化するというムー
ブメントが加速する。我々の次のテーマは，面的に展開す
る木造都市の実現である。木造都市関連の民間企業，地銀
などの金融機関，自治体などと連携し，具体的な案件の形
成に取り組んでいる。
 

 
このような木質バイオマス需要の拡大をトリガーとし，

「森林・林業の革新」を進めることが重要である。日本の森
林資源ポテンシャルは大きいが，サプライチェーンの上流
となる林業の現状は厳しい。林業・製材産業の労働力は減
少し，補助金頼みで生業として産業化されていない。森林
に人手は入らず，生産力も低下している。こうした課題を
解決して林業で持続的な収益化を可能にするため，すでに
複数の対応策が提案されており，あとは着実に実行するこ
とが求められている。

造林・伐採コストの削減および事業継続性を担保するた
めには，施業面積の大規模化が鍵を握る。森林経営管理法
を活用した林地集約においては，所有者不明森林等への対
策が喫緊の課題である。施業面積の拡大のもと，施業計画
と併せて林道整備を立案し，着実に整備を進めることが必
要である。長期的な林業事業の成立や将来的な二酸化炭素
吸収作用の保全や強化に向けては，再造林の推進も不可欠
である。さらに，木材需要が拡大していけば，全国規模で
従前以上の資金需要が発生し，金融との連携もますます重
要になる。森林CO2 クレジットは国内外での取引実績があ
り，今後は木材生産とともに林業事業の重要な収益源とな
る可能性を持つ。

4．森林・林業革新による林業の収益化

ストックヤード
（製材・加工）
集材︓10万㎥/年

主伐面積
250ha/年×40年

×10地区

森林

CO2吸収

廃材供給種苗

育林・間伐

主伐

金融連携

製材所

一次加工
化学プラント

CO2固定チップ工場

原料14%
製品1.4万㎥

原料80%
製品5.5万t

熱供給

リサイクル

標準型林業事業モデルの提案
・ 10万㎥/年を集材するストックヤードを前提
（経済性、環境負荷等を考慮）
バイオマス化学・木造都市と連携
・ ストックヤード隣接で化学プラント、製材所
具体的地域でケーススタディ、全国で横展開
・ 富⼭県⻄部で協議会設⽴、事業検討開始

名称︓富⼭県⻄部森林活⽤事業検討協議会
協議会設⽴︓2024年3月25日(月)
参加予定
・域内6市（富⼭県高岡市等）
・商工会議所、企業 等

図3　森林資源フル活用事業モデル（出典：プラチナ構想ネットワーク）
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ナートに輸送することなどが想定される。
バイオマスを化学品や燃料に転換するにあたっては，「糖
化・発酵」，「油化」，「ガス化」の3つのルートがある。改
質リグニンは，セルロースとリグニンを成分分離し，木質
バイオマス資源を有効利用する技術である。これらの様々
な転換技術は，化学会社，製紙会社，商社，ベンチャーな
どで活発に検討されている。こうしたバイオマス資源活用
の技術開発は，コストや化成品の需要などを考慮して選択
が進む可能性が高い。紙パルプ工場では，製紙需要の減少
に伴う余剰パルプを活用し，既設のプラントでエタノール
の製造や化成品を生産する動きがすでに始まっている。
木質バイオマスなどを活用するバイオマス化学は，廃プ
ラリサイクルに比べてバイオマス資源の確保（特に国内木質
資源）が課題である。森林資源の供給拡大及び林業・製材
施設と化学プラントとの連携が鍵を握る。その際には，輸
送時のエネルギーやコストの縮減が必須である。輸送コス
ト・CO2排出量の削減の観点で，木質バイオマス資源の発
生源にできるだけ近い立地で成分分離・糖化発酵し，エタ
ノールなどの液体の形状で臨海部の石油化学コンビナート

に輸送することが有効と考える。これは森林地域の経済活
性化や雇用の拡大にも寄与する。
リサイクルやバイオマス由来の製品は，現時点では石油

由来の製品に比較してコストが高い。これらの製品への
ユーザーの理解醸成，国による税額控除・公共調達・補助
金・カーボンプライシングなどで市場創出を具体的に進め
ることが必要である。さらに，化学産業の脱炭素化に必要
な低価格なグリーン水素の確保を官民で取り組むことも重
要である。
 

 
次に注目する木質バイオマスの新規需要は，木造都市の

展開による建材の増加である。木造都市は，「まちの木造
化・木質化」と定義している。とりわけ非住宅の木造化・
木質化が進めば，大きな需要が期待できる。
我々は，「2050年までに9階建て以下の新規建築物を木

造化・木質化する」ことをビジョンとして掲げている。樹
木は大気中のCO2を吸収して成長するが，切り出した樹木

3．木造都市の展開

図1　森林循環経済のイメージ（出典：林野庁資料に加筆）©Platinum Society Network

森林循環経済×首都圏

【臨海部】
バイオマス化学で再興

（カーボンニュートラルを実現しつつ、
次世代の産業を興す）

【内陸部】
森林・林業⾰新の成功事例を創出

（上流〜下流⼀貫プロジェクトを形成）

【都⼼部、政令市など】
木造都市を形成

（木造化・木質化で人にやさしいまちづくり）

【内陸部・地⽅部】
大規模製材所と化学プラントの⼀体化

図2　バイオマス変換技術のルート（糖化・発酵，油化，ガス化）
出典：日揮ホールディングス「バイオマス変換技術に対する技術動向」
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を建材として建築物に利用すると，吸収されたCO2 のうち
木材に残った炭素は建築物の一部として固定化される。山
に存在する森林は炭素を固定する「第一の森林」だが，それ
らを用いた「まち」の木造化・木質化は都市に「第二の森
林」を形成することで脱炭素に貢献できる。

木造建築は，CO2 を固定するだけでなく，鉄筋コンクリー
ト建築や鉄骨建築に比べて人や健康に優しい。木は，鉄や
コンクリートよりも熱容量や熱拡散率が小さいので，温度
の変化の幅が少ない。木は湿度が高くなると湿気を吸収
し，逆に低くなると湿気を放出して湿度を一定に保つ「天
然の調湿機」である。樹木の発散する芳香はフィトンチッ
ドと呼ばれる殺菌力をもつ物質で，目に見えないダニやカ
ビ，細菌類を抑制する。木材に囲まれた空間は落ち着くと
言われており，木造建築は心身の健康や業務の生産性の向
上に効果があることも検証されている。

木造都市が注目されるようになった背景としては，「技
術の進歩」と「政策の後押し」が指摘できる。前者は，接合
金物工法やCLT（直交集成材：Cross Laminated Timber）など
による耐震性・耐久性の強化や，木質系耐火部材の開発に
よる耐火性の強化である。後者は，地球温暖化対策計画や
住生活基本計画などで木造建築の促進が位置付けられてお
り，建築基準法も木造建築の推進を後押しする改正が行わ
れている。特に，令和3年の通常国会で改正された「脱炭
素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の
利用の促進に関する法律」では，従来の公共建築物に加え
て民間建築物を含む建築物一般で木材利用を促進すること
が宣言され，先進的技術の普及促進や人材の育成，安全性
に関する情報提供等が施策化されている。

こうした背景に後押しされ，木造都市が動き始めてい
る。非住宅建築物の木造化・木質化ではいくつかの先進事
例がみられる。複数のゼネコンが木造のオフィスビルや商
業施設を建設しており，たとえば三井ホームは，「木」を主
要構造材に用い，高断熱・高強度・高耐久な性能を備えた
サステナブルな木造マンション「MOCXION INAGI」を世に

出した。坪賃料は稲城駅周辺マンションの1.4倍だがすぐ
に満室になっており，中高層木造建築に対する投資の可能
性が高いことを示している。

木造建築物単体での建設だけでなく，複数の木造建築物
が面的に展開して街区を構成する真の意味での「木造都
市」が出現すれば，まちを木造化・木質化するというムー
ブメントが加速する。我々の次のテーマは，面的に展開す
る木造都市の実現である。木造都市関連の民間企業，地銀
などの金融機関，自治体などと連携し，具体的な案件の形
成に取り組んでいる。
 

 
このような木質バイオマス需要の拡大をトリガーとし，

「森林・林業の革新」を進めることが重要である。日本の森
林資源ポテンシャルは大きいが，サプライチェーンの上流
となる林業の現状は厳しい。林業・製材産業の労働力は減
少し，補助金頼みで生業として産業化されていない。森林
に人手は入らず，生産力も低下している。こうした課題を
解決して林業で持続的な収益化を可能にするため，すでに
複数の対応策が提案されており，あとは着実に実行するこ
とが求められている。

造林・伐採コストの削減および事業継続性を担保するた
めには，施業面積の大規模化が鍵を握る。森林経営管理法
を活用した林地集約においては，所有者不明森林等への対
策が喫緊の課題である。施業面積の拡大のもと，施業計画
と併せて林道整備を立案し，着実に整備を進めることが必
要である。長期的な林業事業の成立や将来的な二酸化炭素
吸収作用の保全や強化に向けては，再造林の推進も不可欠
である。さらに，木材需要が拡大していけば，全国規模で
従前以上の資金需要が発生し，金融との連携もますます重
要になる。森林CO2 クレジットは国内外での取引実績があ
り，今後は木材生産とともに林業事業の重要な収益源とな
る可能性を持つ。

4．森林・林業革新による林業の収益化

ストックヤード
（製材・加工）
集材︓10万㎥/年

主伐面積
250ha/年×40年

×10地区

森林

CO2吸収

廃材供給種苗

育林・間伐

主伐

金融連携

製材所

一次加工
化学プラント

CO2固定チップ工場

原料14%
製品1.4万㎥

原料80%
製品5.5万t

熱供給

リサイクル

標準型林業事業モデルの提案
・ 10万㎥/年を集材するストックヤードを前提
（経済性、環境負荷等を考慮）
バイオマス化学・木造都市と連携
・ ストックヤード隣接で化学プラント、製材所
具体的地域でケーススタディ、全国で横展開
・ 富⼭県⻄部で協議会設⽴、事業検討開始

名称︓富⼭県⻄部森林活⽤事業検討協議会
協議会設⽴︓2024年3月25日(月)
参加予定
・域内6市（富⼭県高岡市等）
・商工会議所、企業 等

図3　森林資源フル活用事業モデル（出典：プラチナ構想ネットワーク）
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今こそ，森林・林業の革新に向けて動き出す時である。
我々は，2050年に現状の4倍程度の国産材生産を目指し，
森林資源をフル活用する事業モデルを提案した。大規模施
業，主伐・再造林のサイクルと生産した素材の全量を買い
取る「ストックヤード」をベースに，「儲かる林業」の標準型
事業モデルを提案している。地域や範囲の検討に当たって
は，経済・生産合理性，集材効率（運搬手段），集材・選木・
加工コスト，地域需要量，需要家までの距離，CO2 排出量
等の諸要素を考慮した。

本モデルの核として10万m3/年を原木集材（全量買取）

するストックヤードを設定した。ヤードを中心に，森林面
積250 ha/年を基準とした40年サイクルでの主伐・再造
林を提案している（1サイクル当たり10,000 ha）。

上記に示したバイオマス化学や木造都市との連携に向
け，ストックヤード隣接地での製材・チップ工場の設置や
チップから液化等一次加工する化学プラントの併設も期待
される。本モデルを踏まえた社会実装に向けた取り組みと
して，富山県西部では事業検討協議会が立ち上がり，ケー
ススタディのフェーズに入った。本取り組みを皮切りに，
今後全国での展開を図っていく。
   

 

 
上記の展開を想定し，木質バイオマスの需給やその効果

を試算してみた。バイオマス化学や木造都市の進展で木質
バイオマス需要は大幅に拡大する。さらにパルプ・紙用材
や燃料材なども加えると，2050年時点の国内需要合計は1
億4,500万m3/年程度となり，現在の約2倍となる。一方
で，2050年には，人工林だけでも1億4,000万～1億7,900
万m3 の供給が可能であり，需要の増加は国内の森林資源
でカバーできる。

こうした一連の取り組みにより，2050年時点で，化成品

製造が原油由来のナフサからバイオマス資源原料やリサイ
クルに置き換わることで9,000万t-CO2，木造都市の展開で
鉄やセメントの資源が木質資源に代替されることで1,000
万t-CO2，合計約1億t-CO2 のCO2 排出削減が見込まれる。
これは現在の日本のCO2 排出量の約1割に相当する。森林
によるCO2 吸収量は，主伐・再造林を現在の3倍のペース
で実施し，かつそのすべてを早生樹で再造林すれば，現在
よりも約600万t-CO2 増加する。

森林循環経済の実現で経済効果も期待される。国内資源
のフル活用とリサイクルの推進で，石油資源，木質資源，
鉄などの輸入が減少し，3.6兆円分の資源輸入削減効果が
ある。輸入削減分は国内に投資される。林業が活性化し，
さらに森林資源から国産建材や国産ナフサが生産されるこ
とで，国内の林業や化学産業，建材・建設業等で輸入削減
分と同等の3.6兆円の付加価値が生じる。また，従来の3
倍のスピードで伐採・再造林を進めることに伴うスギ花粉
対策の効果は極めて大きく，既往調査を踏まえれば1.1兆
円程度の経済効果が生じると考える。合計すると2050年
時点で4.7兆円の直接的な経済効果（付加価値増）があると
試算する。
 

 

本ビジョンの実現に向け，民間企業は本ビジョンで掲げ
る3つの戦略に主体的・積極的に取り組むべきと考える。
国民も本ビジョンにご理解いただき，バイオマス資源由来
製品の積極的利用とリサイクルの推進をお願いしたい。そ
して政府には，本ビジョンに基づく企業や国民の活動への
支援を期待する。

地球温暖化問題は人類全体の深刻な課題である。日本が
先陣を切って森林資源のフル活用を実践し，世界にそのモ
デルを示していきたい。

5．森林循環経済の効果
6． おわりに～迅速に実行し，ムーブメント

をつくり，世界にモデルを示す～

図4　森林資源フル活用の将来像（出典：プラチナ構想ネットワーク）
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石油，石炭，天然ガスなどの化石資源の大量消費は，地

球温暖化や異常気象を引き起こし，生分解を受けにくいプ
ラスチックの環境への放出がマイクロプラスチックやナノ
プラスチックによる環境劣化を起こし，ひいては健康被害
に繋がっていく。日本に目を向けると，化学産業の隆興の
蔭で全国各地で林業は衰退し，里山が手入れをされずに放
置され，地域の経済や環境が大きく損なわれている。こう
した状況を打破するため，京都大学と（株）ダイセルは包
括連携協定を締結し，再生可能な炭素資源である木材や農
産廃棄物から新しい素材を生み出して地球や地域を元気に
する取り組みを共同で進めている。

京都大学の5つの研究グループと（株）ダイセルが連携
し，1）バイオマスを室温から50℃までの穏和な条件下で
無触媒でギ酸に溶かす方法，2）木材の酵素分解において，
連続式膜分離リアクターを用いてリグニンの再結合を抑制
する方法やバイオマス変換で得られる生成物の高感度核磁
気共鳴装置（NMR）を使用した精密構造解析，3）植物バ
イオマスからアルキル化反応により直接的にアルキル化セ
ルロース，アルキル化ヘミセルロース，アルキル化リグニ
ンを合成し，それら三成分を分離する方法，4）錯体触媒

を用いてセルロースから水素ガスを取り出し，さらにセル
ロース由来の有用有機化合物を取り出す方法，5）木粉を
過酸化水素，触媒，溶媒中で一段の反応で穏和な条件で処
理してセルロースを主成分とする構造体を得る方法，の研
究を行っている。京都大学はアカデミアの見地から基礎的
な研究を担当し，（株）ダイセルはその社会実装とスケー
ルアップを担当している。

この記事では，化学工学会の皆様に農学や木材学に触れ
ていただく機会となることを目指して京都大学での研究を
中心に紹介する。
 

 
我々は，木材や草本バイオマスが室温から50℃までの

穏和な条件下，無触媒でギ酸などの単純な構造の有機酸に
可溶化することを見出し，フィルムやフィルムの表面コー
ト材料，高強度木質成形物を作り出した。これらの新素材
は，石油から作った合成高分子や接着剤が一切含まれてお
らず，植物材料そのものであることが特徴となる。木材を
合成高分子と混ぜてつくるバイオマスプラスチックとは一
線を画すプロダクトである。木材の他，農産廃棄物やタケ
も可溶化し，新しいバイオマス素材の開発を通した持続可
能社会の構築を目指した活動を進めている 1-4）。

1．はじめに

2．木質バイオマスの超穏和溶解
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